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１． 16　年  3　月期の連結業績　（平成 15 年 4 月 1 日 ～ 平成 16 年 3 月 31 日）

 （１） 連結経営成績 （百万円未満切捨）

 売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年3月期 43,596 1.7 1,988 27.4 1,990 38.9

15年3月期 42,868 2.9 1,560 111.0 1,432 124.6

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当 期 純 利 益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年3月期 888 27.6 14.90 -　 5.2 4.5 4.6

15年3月期 696 -　 11.66 -　 4.3 3.2 3.3

 ( 注 ) 1.持分法投資損益 16年3月期           -     百万円 15年3月期      -     百万円

         2.期中平均株式数（連結） 16年3月期 59,628,313 株 15年3月期 　59,702,311 株

         3.会計処理の方法の変更 無

         4.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

 （２） 連結財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年3月期 45,251 17,666 39.0 296.34

15年3月期 43,894 16,528 37.7 277.12

 ( 注 ) 期末発行済株式数（連結）　     16年3月期    59,614,220株　　  　15年 3月期    59,643,607 株

 （３） 連結キャッシュ･フローの状況

　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

16年3月期 2,818 △ 4,005 △ 345 2,640

15年3月期 4,159 △ 2,678 △ 1,593 4,173

 （４） 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  3　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

 （５） 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   -  　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２． 17 年  3 月期の連結業績予想 （ 平成 16年 4 月 1 日  ～  平成 17 年 3 月 31 日 ）
　 売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中 間 期 18,200 △ 600 △ 440

通　　 期 44,000 2,100 1,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             16円77銭

上記の予想に関する事項については、添付資料の８ページを参照してください。
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企業集団の状況

  当社の企業集団は、当社および連結子会社３社で構成され、当グループが営んでいる主な事

業内容と、グループ各社の位置付けは、次のとおりであります。なお、区分方法についてはセ

(1）菓子事業

  ております。

(2）食品事業

　す。

(3）飲食事業

(4）不動産賃貸事業

(5）その他の事業

以上の事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

製　品　　

連結子会社

(株)エヌエーシー
シ ス テ ム(株)ハピーモア

連結子会社

黒光製菓(株)

連結子会社製

品

製

品

当 社

菓 子 事 業 食 品 事 業 飲食事業 その他の事業

    (株)エヌエーシーシステム(連結子会社)がオフィスビル等の賃貸業務を行っております。

  クラブの経営および保険代理業を行っております。

製

品

製

品

製

品

原

料

製

品

原

料

製

品

    当社がパン類を製造販売するほか、(株)エヌエーシーシステム（連結子会社）がスポーツ

保
険
代
理
業

運
 
 
営

ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ

建
物
賃
貸

喫
茶
料
理

得    意    先   ・   消    費    者

    当社がレストランの経営を行っております。

  ア(連結子会社)が業務用食材類を製造販売しており、一部を当社で仕入れて販売しておりま

グメント情報における事業区分と同一であります。

  製造し、当社が仕入れて販売しております。なお、黒光製菓(株)は製品の一部を直接販売し

    当社が和菓子類、洋菓子類を製造販売するほか、黒光製菓(株)(連結子会社)が和菓子類を

    当社が業務用食材類、市販用食品類および調理缶詰類を製造販売するほか、(株)ハピーモ

２
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経 営 方経 営 方経 営 方経 営 方 針針針針    
    
会社の経営の基本方針会社の経営の基本方針会社の経営の基本方針会社の経営の基本方針    
当社ならびにグループ各社は、創業者相馬愛蔵の優れた商業経営哲学（商業の社会的役割あるいは
本質に関する基本的な考え方）を現在に受け継ぎ、100 年の歴史を財産に 21 世紀に生き残り、新た
な歴史を築いていくために、当社ならびにグループ各社の存在価値を、創業以来変わらずに続けてい
る“お客様に満足していただける価値ある商品とサービスを創造し提供していくこと”と考えており
ます。 
経営の基本といたしましては「新たな価値を創造し、健康で豊かな生活の実現に貢献する」を経営
理念とし、理念実現のために 
 お客様第一 
 良品適価 
 独創性の発揮 
 経営の効率化 
 豊かな人材育成 

を基本方針として従業員一人ひとりが仕事を進める上での判断基準としております。 
また、同時にすべてのステークホルダーから認められる企業になるべく努力を重ね、お客様に価値
の提供ができるように取り組んでまいりました。 

 

会社の利益配分に関する基本方針会社の利益配分に関する基本方針会社の利益配分に関する基本方針会社の利益配分に関する基本方針    
 事業活動で得られました利益の配分につきましては、株主の皆様への長期にわたり安定的な配当を
重視するとともに、株式資本の充実により財務体質を強化することを基本方針としております。 
 当期につきましては、上記安定配当の考え方を踏襲し、1株当り 8円 50銭とさせていただく予定で
あります。 
内部留保につきましては、財務体質の充実強化を図りながら長期安定的な経営基盤の確立に向けた
今後の研究開発、環境保全、品質保証をはじめ市場ニーズに応えられる生産設備の増強、商品力・サ
ービスの向上、情報・物流システムへの投資、新規市場開拓、新規事業分野への展開など将来にわた
って株主の皆様の利益増大につなげられるよう活用してまいります。 

 

投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等    
 投資単位引き下げは、個人投資家の株式市場への参加を促進し、株式流動性を高める有効な施策の
ひとつとして考えております。 
 しかしながら、当社株式の投資単位は、期末時点で東京証券取引所が投資単位を引き下げの目安と
しております「投資単位 50 万円以上」の基準を下回っており、現在のところ投資単位の引き下げに
ついて特別な措置が必要とは考えておりません。 
本件については、株価が長期にわたって継続的に東京証券取引所の目安であります基準を大幅に上
回る状態になった場合には、検討したいと考えております。 
    
目標とする経営指標目標とする経営指標目標とする経営指標目標とする経営指標    
 平成 16年度の連結業績目標は 
 売上高   440億円  前年対比で 0.9％の増収 
 営業利益   21.5億円  前年対比で  8.1％の増益 
 経常利益   21億円  前年対比で  5.5％の増益 
 当期純利益  10億円   前年対比で  12.5％の増益 
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中長期的および当該年度の会社の経営戦略中長期的および当該年度の会社の経営戦略中長期的および当該年度の会社の経営戦略中長期的および当該年度の会社の経営戦略    
 当社ならびにグループ各社といたしましては、平成 14 年度を初年度とする「中期経営計画・プラ
ン 21」をスタートさせ、目標達成に向けた施策推進によってステークホルダーの皆様の期待に的確に
応えるべく、当社の進むべき中期ビジョンの方向としては、これからの競争に勝っていくために事業
の姿を「菓子・食品の得意分野でナンバーワンを目指し、広くお客様の信頼と満足を得られる企業に
成長する」と明確に方向付け、選択と集中を基本に強い経営体質への変革に全員で取り組んでまいり
ました。 
さらに、持続的な成長を果たせる強い企業体質になるために一人ひとりが仕事を通じて意識と行動
の改革を実現し課題へ果敢に挑戦し、事業構造の変革と高収益体質への「改革のシナリオ」に取り組
んでまいりました。 
具体的には、事業を構成する商品・店舗・チャネルなどや事業システム・業務システムを対象に改
革を図り、競争力の強化を図るとともに、ブランド力や技術力を有する成長分野に経営資源を集中し、
市場変化へのスピーディーな対応と競争力の発揮により、勝ち残りを図り、より一層お客様の信頼と
満足を得られる企業への成長を目指しております。 
またグローバル化の進展や規制緩和、依然として不透明な景気回復軌道や雇用の不安などを背景と
して取り巻く環境は今後も厳しくなるとの認識から将来にわたり持続的な成長を遂げていくためには、
新たなビジネスモデルの構築や事業規模の拡大を図るとともにグループ経営体制のさらなる強化が不
可欠であります。 
さらに株価の回復など景気を巡る環境に明るい変化が見られるものの、個人消費は依然として厳し
い状況が続くものと思われます。昨今の高品質・低価格競争のなか、生存競争の熾烈化の潮流は、依
然として続いており、菓子食品市場におきましても同様であり、これらを乗り切っていくために自ら
改革を進めるとともに、食品業界において、「食の安全」を揺るがす問題が多発し食品に対するお客様
の不信感を高めてしまったことから、お客様との信頼関係回復に全力をあげるべく努力を重ねており
ます。 
引き続き、具体的な改革としては、 
 事業構造の改革として百貨店をはじめとする各種業態を対象に当社の主力商品である和洋菓子
の製造販売を手がけている「菓子事業部」、新宿本店のレストラン部門やインドカリーの店など
各種レストランを主とした「本店飲食事業部」、コンビニエンスストアを中心に中華まんじゅう
や調理パンを供給している「FF（ファーストフード）事業部」、カリーやシチュ―などの業務
用食材をファミリーレストランや成長業態に向けて販売するほか、スーパーマーケットなどの
量販店に市販食品を扱う「食品事業部」の 4つの事業分野を設定し、各々の事業分野において
「選択と集中」を徹底させ市場変化や競争に対応できる事業構造を目指します。 

 ローコスト構造の改革として事業構造を変革して収益構造の改革を図るとともに事業システム
の改革によるビジネスプロセスの変革や業務システムの改革によるコスト削減を進めます。そ
のための具体的な取り組みとして新しい情報システムの導入による業務の効率化や調達・生産
のネットワークの再構築を実施してまいる所存であります。 

 財務体質の改革として、企業内外の財務環境悪化が進むなか、金融リスクを回避するために連
結有利子負債を削減し、キャッシュ・フロー経営の強化を図ってまいります。 

 マネジメントの改革としては、業種を切り口としたメーカー視点の事業推進組織を確立し商品
別事業部制を志向してスピーディーな推進を図り、競争力強化を図ってまいりました。具体的
には 4事業部体制を柱に立てて、各事業部では商品企画から開発、生産、販売まで一貫して手
がけ、商品特性に合った事業戦略を打ち出し、市場の変化や競争に対応できる事業構造を作り
上げ、競争力の強化を図ってまいります。 

具体的には、「中期経営計画・プラン 21」の最終年度となる平成 16年度の経営方針として 
 選択と集中による事業構造改革の実行 
 ローコスト構造改革の実行 
 新技術・新製品開発の加速 
 品質保証（おいしさと安心、安全）の徹底と実行 
 環境保全活動の推進（食品廃棄物の低減） 
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を掲げ、また、これらを遂行していくにあたりましては「スピード」「チャレンジ」「コミットメン
ト」「コミュニケーション」の頭文字をとった SCCC の実践を行動指針として、変革とスピード、そ
して実行を第一とした全社一丸での取り組みを実施しております。 

  

会社の対処すべき課題会社の対処すべき課題会社の対処すべき課題会社の対処すべき課題    
 菓子・食品業界におきましても依然として大きな経営環境の変化として、デフレ傾向の継続、中国
勢力の進撃、企業間の生存競争、賢明な消費者の購買行動などの影響から業績はますます厳しくなっ
ており経営システムの見直しが不可欠な状況が続いております。 
（財務体質の改革） 
新会計基準への対応が進んでいくなかで、税効果会計の適用、退職給付会計制度、金融商品の時
価会計制度などに対応すべく早期対応に心がけてきましたが、今後さらに固定資産の減損会計制度
導入も予定されており、四半期ごとの決算開示、連結納税制度、外形標準課税、社会保険制度の変
更などに対応するなか、ますます財務体質の改善が経営の重要課題となっております。そこで当社
では厚生年金代行返上、有価証券売却など早期に解決すべき課題に向けて対策を打つとともに、今
後につきましても、さらに強固な財務体質を構築すべく改革を推進してまいります。 
（消費変化への対応） 
個人消費の長期低迷から抜け切れない状況にあって、高品質・低価格志向は一層高まり、食の消
費スタイルの外部化・簡便化のなか、健康・安全志向がますます高まっております。 
当社では、こうしたお客様のニーズに応えていくことが顧客満足の実現であると考えております。 
そのために独創性を発揮し、情報力と技術力を結集させて価値ある商品を創造する開発力の強化
を図り、新製品開発を加速させてまいります。 
（競争力強化への対応＝品質保証機能整備） 
引き続き考えられる高品質・低価格競争の潮流を乗り切っていくためには、提供する商品やサー
ビスの品質や価格での優位性を確立するとともに、おいしさと安心による信頼のコ－ポレートブラ
ンド「新宿中村屋」を確固たるものにすることを念頭に、食のおいしさと安心に加えて安全が、食
を提供している企業として重要な課題と考え、当社ならびにグループ各社が提供するすべての商品
とサービスがお客様にいつも信頼され続けていくために最善を尽くしていくことが必要であります。
これからもお客様の信頼をより強固なものにしていくために企業コンプライアンスと品質保証を一
層徹底させて競争力のある体制を目指してまいります。 

 （ローコスト化への対応＝ローコスト構造改革） 
  景気が長期低迷から脱しない状況のなか、競争激化の時代において勝ち残っていくためにマーケ
ティング競争力の強化を図る必要があり、そのために事業システムや業務システムの改革に向けて
ローコスト構造改革を検討段階から実行段階へピッチを加速させ、コスト削減を実質化させてまい
ります。 
（環境保全への対応） 
さらに、当社では環境保全についても企業にとして果すべき社会的責任と考え、環境を悪化させ
ない活動とともに環境負荷の少ないシステム構築に向けて食品廃棄物削減、再資源化、グリーン購
入、省エネなどの環境負荷低減施策を具体的な目標を設定して推進するとともに、環境会計の導入
にも積極的に取組んでまいる所存であります。 
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コーポレートコーポレートコーポレートコーポレート・・・・ガバナンスに関するガバナンスに関するガバナンスに関するガバナンスに関する基本的な考え方及びその基本的な考え方及びその基本的な考え方及びその基本的な考え方及びその施策施策施策施策の実施状況の実施状況の実施状況の実施状況    
 グローバル化、規制緩和など経営環境の変化に加えて、企業不祥事に起因して経営機能のあり方が
問われており、さらに、より一層経営監視機能ならびに執行機能の役割の明確化、責任と権限の明確
化が不可欠な状況にあります。このようななか下記の考え方をもとにコーポレート・ガバナンスの仕
組みの見直し・検討を図り、各種施策を実施してまいりました。 
 
（１） 基本的考え方 
当社ならびにグループ各社では、取締役会のスリム化、併せて執行役員制度導入をめざした経営組
織体制の導入や業績連動型の報酬制度に移行するなど、経営監視機能と業務執行機能を明確にする中
で、「透明性ある経営」、「適法・公正な経営」、「効率的な経営」を追求してゆくことをコーポレート・
ガバナンスの基本と考えております。特にその中でも「適法・公正な経営」のためのコンプライアン
ス体制の強化・徹底につきましては、最優先事項と考えております。 
 
（２） 施策の実施状況 
具体的な実施状況といたしましては、取締役 11 名で構成し、それに 3 名の監査役が出席する「取
締役会」を原則月１回開催し、経営戦略、重要な業務執行に関する決定と代表取締役ならびに業務担
当役員の業務執行に関する監督をおこなっており、さらに、経営上の重要課題等を審議するための「常
務会」を週１回開催しており、この常務会にも常勤監査役 2名が常時出席しております。 
また、常勤監査役 2名、社外監査役 1名で構成する「監査役会」は、原則 3ヶ月に１回開催してお
り、さらに、より一層の監査機能強化に努めるため、月 1回程度のミーティングを開催し、活発な意
見交換をおこなってまいりました。 
また当社ではすでに 
① 商品とサービスの提供にあたって、お客様の安心と健康を第一に優先する。 
② 広く社会とのコミュニケーションを図り、企業情報を積極的に開示する。 
③ 環境問題を我々自身の生存にかかわる問題としてとらえ、自主的・積極的に対応する。 

という３つの内容からなる「中村屋企業行動規範」を制定し、その規範のもと、食の安全や健康をよ
り一層重視するお客様のニーズを受けた業務執行を図ってまいりました。 
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経営成績及び財政状経営成績及び財政状経営成績及び財政状経営成績及び財政状態態態態    
経営状態経営状態経営状態経営状態    

当期の概況  
当期中のわが国経済は、堅調な輸出に支えられた企業収益の改善や設備投資の増加などにより、景
気は緩やかな回復の兆しが見られましたが、デフレ傾向の継続、依然として好転しない雇用情勢や所
得環境などから、個人消費は本格的な回復には至りませんでした。 
菓子・食品業界におきましては、市場全体が伸び悩む中にあって、冷夏による売り上げ低迷の影響
に加え、年度後半には米国産牛のＢＳＥ問題や鳥インフルエンザの発生による消費の落ち込みや、原
材料の値上がりなどがあり、経営環境は厳しい状況で推移いたしました。また、このような環境の中
で、お客様は、商品に対して安全・安心を重視する意識をさらに高めるとともに、価格だけでなく品
質を厳しく見極め、価値がある商品だけを選択購入するなど消費行動は大きく変化しております。 
このような状況のもとで当社では、｢中期経営計画・プラン 21｣の 2年目をむかえ、経営方針として
定めた「選択と集中による事業構造の改革」｢ローコスト体質への変革｣「新技術・新製品開発の加速」
｢品質保証（おいしさと安心、安全）の徹底と実行｣「環境保全活動の推進」の諸施策の具現化に努め
てまいりました。 
以上のような経過の中で、当期の売上高は、食品部門におけるレトルト食品類および主力商品で

ある菓子部門における中華まんじゅう類などの積極的な営業展開による売り上げ増が寄与し、43,596
百万円、前期比 728百万円、1.7%の増収となりました。 
利益面におきましては、増収による粗利益増に加え、ローコスト構造改革の推進のほか、有利子

負債の削減に努めるなど、経営方針に基づく諸施策を実行したことにより、経常利益は 1,990百万円、
前期比 557百万円、38.9%の増益となりました。また、当期は、固定資産等を除却処分したほか、高
金利の有利子負債を期限前弁済し低利への借り替えをしたことに伴う解約費用が発生したことなどに
より特別損失として 259百万円を計上いたしました。以上の結果、当期純利益は 888百万円、前期比
191百万円の増益となりました。 
また、事業の種類別売上高の状況は、次のとおりであります。 
菓子事業につきましては、お客様のニーズを的確にとらえ、中華まんじゅう類において、具と生

地の更なる品質向上を目指し、高品質、高付加価値商品を開発するなど、新商品 268 品目、改良商
品 136 品目等の積極的な商品の開発・改良を実施したほか、店舗展開では、お客様が幅広い高品質
な商品を用途に応じて組み合わせていただける、百貨店名店街の新基軸のショップ展開、さらに、デ
ザート菓子｢スフレロール｣を販売する店舗を駅構内に出店させるなど、新たな営業展開に積極的に取
り組み売上の拡大に努めたことにより、厳しい環境下にあっても、菓子事業全体の売上高は 25,594
百万円となり、前期に対して 0.3%の微減でとどめることができました。 
食品事業につきましては、食品工場においてＨＡＣＣＰ（ハセップ）認証を取得するなど更なる

品質保証体制を強化するとともに、価格志向から品質志向への消費行動の変化を視野に入れた対応を
行ってまいりました。業務用食品は、業態別に取り組みを強化し、お客様志向に立ったメニュー開発
を行い、お取引先様へのメニュー提案を積極的に進めるなど、売り上げの拡大を図りました。市販食
品では、レトルト食品の既存のシリーズに加えて、ソース・スープ類等を新たな食材として新発売す
るとともに、積極的な営業活動により取り扱い店舗を増加させ、売上高の拡大に大きく寄与しました。
その結果、食品部門全体の売上高は 9,536百万円となり、前期に対し 8.7％増加いたしました。 
飲食事業につきましては、外食市場全体の縮小傾向により既存の店舗が苦戦するなかで、閉鎖に加
え、改装に伴う休業による減収もあり、厳しい環境となりましたが、｢本店｣では、お買い物がしやす
い快適な店舗とするために一階の改装を実施したほか、｢新宿中村屋インドカリーの店｣では、当社の
強みであるカリーを主体とした店として、順調に出店を加速し、六本木ヒルズ店、船橋東武店、玉川
高島屋店、丸井北千住店を開店いたしました。その他直営レストランでも、独自の調理技術を活かし、
季節感を訴求できるメニュー開発を推進するとともに、一部店舗のリニューアルなどを行った結果、
飲食部門全体の売上高は 4,467百万円となり、前期に対し 0.8％の微減にとどめることができました。 
また、不動産事業およびその他の事業部門におきましては、不動産賃貸事業での安定した家賃収
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入に加え、その他の事業において、好調なスポーツ事業、ファーストフードの新商品による新販路の
開拓により売上高は 3,997百万円となり、前期に対して 1.9％増加いたしました。 
 

来期の見通し 
来期の見通しにつきましては、世界経済が堅調に推移する中で、株価の回復や個人消費動向など景
気を巡る環境に明るい変化が見られるようになってきましたが、為替動向や中東問題など懸念材料も
残されており、景気が本格的な回復軌道に乗れるかどうか依然として不透明な状況であります。 
菓子食品業界におきましても、一連の食肉に関する問題の影響もあり、お客様の健康、安全志向や
高品質志向がますます高まるとともに、企業の社会的な責任も強く求められるなど、経営環境は一層
厳しくなるものと思われます。 
また、企業には、税制や商法の改正、会計制度、社会保険制度の変更などを契機として、経営体質、
財務体質をさらに強化させることが求められております。 
このような環境のもとで、当社では、平成 16 年度の経営目標を達成させるために、お客様第一の
基本に立ち｢実行｣をキーワードとして、｢事業構造の改革｣｢ローコスト構造の改革｣｢財務体質の改革｣
｢マネージメントの改革｣を推進しより強い収益体質の確立を目指します。また、法令の順守、品質保
証活動へ徹底して取り組むとともに、お客様ニーズにあった高品質な商品の開発をスピーディーに実
行し、より一層お客様の信頼と満足を得られる企業への成長を目指してまいります。 
また、環境保全活動につきましても、環境負荷の少ないシステムの構築を推進するとともに、食品
廃棄物の低減や再資源化など具体的な取り組みを進めてまいります。 
これらを遂行していくにあたりましては、昨年に引き続き｢スピード｣｢チャレンジ｣｢コミットメン
ト｣｢コミュニケーション｣を行動指針として掲げ、変革とスピード、そして実行を第一とした全社一丸
での取り組みを行ってまいります。 
以上のとおり、平成 16 年度の経営方針として定めた諸施策を具現化し、業績の向上に努めていく

所存であります。 
以上の状況の中で、来期の連結業績見通しにつきましては、売上高 44,000百万円、経常利益 2、

100百万円、当期純利益は 1,000百万円を見込んでおります。 
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財政状態財政状態財政状態財政状態    
 営業活動によるキャッシュ・フロー 

当期の営業活動によるキャッシュ・フローの収入は、2,818百万円となりました。主な内容
といたしましては、当期の概況に記載のとおり、業績の好調によるところが主であります。な
お前期比としては、1,341百万円の減少となり、税金の支払額増加等によるものであります。 

 
 投資活動によるキャッシュ・フロー 

当期の投資活動によるキャッシュ・フローの支出は、4,005百万円となりました。主な内容
といたしましては、インカムゲインを目的とした短期運用商品等の取得と設備投資の支出によ
るものであります。なお、前期比としては、1,326百万円の支出増加となりました。 

 
 財務活動によるキャッシュ・フロー 

当期の財務活動によるキャッシュ・フローの支出は、345百万円となりました。主な内容と
いたしましては、資金調達手段の多様化の一環として、直接金融により将来の資金需要を勘案
した無担保私募債による資金調達を行った一方、子会社を含めた長短借入金返済の支出をおこ
なう等、有利子負債の削減を図ったことによる支出であります。なお、前期比としては、1,247
百万円の支出減少となりました。 

 
 キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 第 80期 
平成 13年 3月期 

第 81期 
平成 14年 3月期 

第 82期 
平成 15年 3月期 

第 83期 
平成 16年 3月期 

株主資本比率（％） 35.2 35.1 37.7 39.0 
時価ベースの株主資本比率（％） 35.7 34.1 35.7 44.0 
債務償還年数（年） 8.2 6.0 2.7 4.1 
インタレスト・カバレッジ・レシオ 5.7 7.9 19.1 13.9 
 （注） 株主資本比率    ： 株主資本／総資産 
   時価ベースの株主資本比率      ： 株式時価総額／総資産 
   債務償還年数    ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 
 

• 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
• 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式数控除後）により算出して
おります。 

• 営業活動によるキャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動による
キャッシュ・フローを使用しております。 

• 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている負債を
対象としております。 

• 利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 



 比較連結貸借対照表 
(単位  百万円）

資      産      の      部
期   別 前連結会計年度 当連結会計年度

（平成15年３月31日） （平成16年３月31日）
科   目 金    額 構成比 金    額 構成比
 流   動   資   産 13,383 30.5 15,392 34.0 2,009 
現 金 及 び 預 金 3,723 2,339 △ 1,383 
受 取 手 形 ･ 売 掛 金 4,157 4,126 △ 30 
有 価 証 券 1,843 1,858 14 
た な 卸 資 産 1,631 1,439 △ 191 
繰 延 税 金 資 産 512 496 △ 16 
そ の 他 の 流 動 資 産 1,531 5,171 3,640 
貸 倒 引 当 金 △ 16 △ 39 △ 23 

 固   定   資   産 30,511 69.5 29,858 66.0 △ 653 
  有 形 固 定 資 産 22,010 50.1 20,832 46.0 △ 1,177 
建 物 及 び 構 築 物 16,844 16,029 △ 815 
機械装置及び運搬具 2,149 1,874 △ 274 
土 地 2,543 2,541 △ 2 
その他の有形固定資産 472 387 △ 85 

  無 形 固 定 資 産 30 0.1 63 0.1 33 
  投資その他の資産 8,471 19.3 8,962 19.9 491 
投 資 有 価 証 券 4,493 5,392 898 
長 期 繰 延 税 金 資 産 2,524 2,268 △ 256 
そ の 他 の 資 産 1,646 1,623 △ 23 
貸 倒 引 当 金 △ 193 △ 322 △ 128 
資  産  合  計  43,894 100.0 45,251 100.0 1,356 

負 債 お よ び 資 本 の 部
 流   動   負   債 13,497 30.7 11,861 26.2 △ 1,635 
買 掛 金 1,473 1,558 85 
短 期 借 入 金 8,268 6,648 △ 1,620 
未 払 法 人 税 等 594 1,081 487 
賞 与 引 当 金 1,054 893 △ 161 
そ の 他 の 流 動 負 債 2,105 1,678 △ 427 

 固   定   負   債 13,868 31.6 15,723 34.8 1,854 
社 債 　　　　　　－ 2,000 2,000 
長 期 借 入 金 3,098 2,888 △ 209 
退 職 給 付 引 当 金 9,413 9,568 155 
そ の 他 の 固 定 負 債 1,356 1,265 △ 90 
 負  債  合  計  27,366 62.3 27,584 61.0 218 

7,469 17.0 7,469 16.5 　　　　－
7,348 16.7 7,348 16.2 　　　　－
1,814 4.3 2,195 4.9 381 
△ 75 △0.2 689 1.5 765 
△ 28 △0.1 △ 36 △0.1 △ 8 

 資  本  合  計  16,528 37.7 17,666 39.0 1,138 
 負債及び資本合計  43,894 100.0 45,251 100.0 1,356 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

自 己 株 式

資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

比較増減

金    額

資 本 金

その他有価証券評価差額金
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 比較連結損益計算書 
　　　(単位　百万円)

          期    別   前連結会計年度 当連結会計年度
自平成14年４月１日 自平成15年４月１日
至平成15年３月31日 至平成16年３月31日

科     目 金    額 百分比 金    額 百分比

42,868   100.0 43,596   100.0 728   

41,307   96.4 41,608   95.4 300   

24,193   56.4 24,624   56.4 430   

17,114   39.9 16,983   39.0 △ 130   

1,560   3.6 1,988   4.6 427   

160   0.4 198   0.5 38   

73   98   25   

87   100   13   

288   0.7 197   0.5 △ 91   

213   163   △ 50   

74   33   △ 41   

1,432   3.3 1,990   4.6 557   

2,210   5.2 12   0.0 △ 2,198   

2,203   5.1 259   0.6 △ 1,944   

1,439   3.4 1,743   4.0 303   

639   1.5 1,097   2.5 458   

103   0.2 △ 242   △0.6 △ 346   

696   1.6 888   2.0 191   

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

経 常 利 益

営 業 外 収 益

法人税、住民税及び事業税

当 期 純 利 益

営 業 外 費 用

比較増減

営 業 利 益

売 上 高

金    額

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前当期純利益

法 人 税 等 調 整 額

営 業 費 用

販売費及び一般管理費

売 上 原 価

受 取 利 息 及 び 配 当 金

雑 収 入

支払利息及び社債利息

雑 損 失
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 比較連結剰余金計算書 
　　　(単位　百万円)

          期    別   前連結会計期間 当連結会計期間
自平成14年４月１日 自平成15年４月１日
至平成15年3月31日 至平成16年3月31日

科     目

Ⅰ. 7,348 7,348 -

Ⅱ. - - -

Ⅲ. - - -

Ⅳ. 7,348 7,348 -

Ⅰ. 1,625 1,814 188

Ⅱ.

696 888 191

Ⅲ.

507 506 △ 0

Ⅳ. 1,814 2,195 381

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

当 期 純 利 益

比較増減

利
益
剰
余
金
の
部

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

金    額金    額 金    額

資
本
剰
余
金
の
部

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高
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 連結キャッシュ・フロー計算書 
　　　(単位　百万円)

期    別 前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成14年４月１日自 平成15年４月１日 比 較 増 減

   科    目 至 平成15年３月31日至 平成16年３月31日
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,439 1,743 303 
減 価 償 却 費 1,678 1,535 △  142 
有 形 固 定 資 産 の 除 却 損 57 125 67 
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 84 151 66 
賞 与 引 当 金 の 増 減 額 361 △  161 △  523 
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 545 155 △  389 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 減 額 43 △  94 △  138 
厚 生 年 金 基 金 代 行 部 分 返 上 益 △  2,209 　　　　　　- 2,209 
投 資 有 価 証 券 の 評 価 損 1,090 40 △  1,049 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △  73 △  98 △  25 
支 払 利 息 213 163 △  50 
有 形 固 定 資 産 の 売 却 損 益 △  0 △  3 △  2 
有 価 証 券 の 売 却 損 益 △  3 △  2 0 
投 資 有 価 証 券 の 売 却 損 益 1,055 △  5 △  1,060 
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 △  0 　　　　　　- 0 
売 上 債 権 の 減 少 額 83 30 △  52 
た な 卸 資 産 の 減 少 額 75 191 115 
仕 入 債 務 の 増 減 額 △  13 85 98 
未 払 消 費 税 の 増 減 額 150 △  101 △  252 
そ の 他 86 △  204 △  290 
小 計 4,664 3,549 △  1,115 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 73 81 7 
利 息 の 支 払 額 △  217 △  202 15 
法 人 税 等 の 支 払 額 △  361 △  610 △  249 
営業活動によるキャッシュ・フロー 4,159 2,818 △  1,341 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定 期 預 金 の 純 減 少 額 9 50 40 
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △  2,723 △  2,623 100 
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 1,554 2,549 994 
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △  420 △  525 △  105 
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 4 13 8 
短 期 貸 付 に よ る 支 出 　　　　　　- △  2 △  2 
長 期 貸 付 回 収 に よ る 収 入 　　　　　　- 15 15 
そ の 他 投 資 の 取 得 に よ る 支 出 △  2,909 △  3,631 △  722 
そ の 他 投 資 の 売 却 に よ る 収 入 1,805 149 △  1,656 
投資活動によるキャッシュ・フロー △  2,678 △  4,005 △  1,326 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短 期 借 入 の 純 減 少 額 △  130 △  670 △  540 
長 期 借 入 に よ る 収 入 3,050 1,700 △  1,350 
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △  3,363 △  2,859 503 
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 　　　　　　- 2,000 2,000 
転 換 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △  617 　　　　　　- 617 
自己株式の取得・売却による純支出 △  24 △  8 15 
配 当 金 の 支 払 額 △  508 △  507 1 
財務活動によるキャッシュ・フロー △  1,593 △  345 1,247 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △  112 △  1,533 △  1,420 
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 4,286 4,173 △  112 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 4,173 2,640 △  1,533 
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[連結財務諸表作成の基本となる重要な事項]

 １．連結の範囲に関する事項
     子会社はすべて連結しております。当該連結子会社は黒光製菓(株)、(株)ハピーモア、
   (株)エヌエーシーシステムの３社であります。

 ２．持分法の適用に関する事項
     該当事項はありません。

 ３．連結子会社の事業年度に関する事項
     連結子会社の決算日は、すべて連結決算日（３月３１日）と同一であります。

 ４．会計処理基準に関する事項
   （１）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有 価 証 券（その他有価証券）
      (時価のあるもの） 決算期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平
均法によっております。）

      (時価のないもの） 移動平均法による原価法を採用しております。
② た な 卸 資 産
    主として、月別移動平均法による原価法を採用しております。

   （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
 有形固定資産
  　定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す
　る方法と同一の基準によっております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建
  物附属設備を除く)については、定額法を採用しております。
  　なお、連結子会社中、(株)エヌエーシーシステムは定額法を採用しております。

   （３）重要な引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金
　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法によっているほ
　か、貸倒懸念債権及び破産更生債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
　額を計上しております。
② 賞 与 引 当 金
    従業員に支給する賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の
  負担額を計上しております。
③ 退職給付引当金
　　従業員の退職金支給に備えるため、当連結会計年度末における退職一時金及び企業年金
　制度における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計期間に発生してい
　ると認められる額を計上しております。なお、数理計算上の差異については、各期の発生
　時における従業員の平均残存期間以内の一定の年数（11年）による定額法により按分した
　額をそれぞれ発生の翌期より費用処理をしております。
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④ 役員退職慰労引当金
　　役員の退職慰労金支給に備えるため、役員の退職慰労金に関する内規に基づく期末要
　支給額相当額を計上基準とし、当連結会計年度に発生していると認められる額を計上し
　ております。

   （４）重要なリース取引の処理方法
  リース取引の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
 引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

   （５）重要なヘッジ会計の方法
① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法
　　(株)エヌエーシーシステムは、変動金利による資金の調達コストを固定化する目的で
　金利スワップ取引を利用しております。この金利スワップについては、ヘッジ会計の要
　件を満たすため、特例処理を採用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象
 　 ア.ヘッジ手段 デリバティブ取引（金利スワップ）
 　 イ.ヘッジ対象 キャッシュ･フローが固定化され、その変動が回避されるもの
③ ヘッジ方法
　　当グループは、金利スワップについては、借入金の変動金利による資金調達コストを
　固定化する目的でデリバティブ取引を利用しておりますが、投機目的ではデリバティブ
　取引を利用しない方針であります。
④ ヘッジの有効性評価の方法
　　(株)エヌエーシーシステムの金利スワップについては、特例処理の要件に該当するの
　でヘッジの有効性評価は省略しております。
⑤ その他リスク管理方法のうち、ヘッジ会計に係るもの
　　当グループの行うデリバティブ取引は、社内規定に則り、当社の経理部が執行及び管
　理を行っており、発生の都度稟議決済を経て実行し、さらに経理部長より月次にて管理
　部門担当役員および代表取締役に財務報告をしております。

   （６）消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
     連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

 ６．連結調整勘定の償却に関する事項
     相殺消去の結果生じた消去差額は、全額適切な科目に振替えております。

 ７．利益処分項目等の取扱いに関する事項
     連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基
    づいて作成しております。

 ８．連結キャッシュフロー計算書における資金の範囲に関する事項
     連結キャッシュフロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、臨時引き出
   し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな
   い取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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[連結貸借対照表の注記]
（前連結会計年度）（当連結会計年度）

 １．有形固定資産の減価償却累計額 24,484百万円 25,530百万円

 ２．担保に供している資産 857百万円 798百万円

 ３．自 己 株 式 株 式 数 118,448 株 147,835 株 
貸 借 対 照 表 価 額 28百万円 36百万円

 ４．保証債務 17百万円 7百万円

[連結損益計算書の注記]
（前連結会計年度）（当連結会計年度）

 １．販売費及び一般 荷 造 運 搬 費 2,724百万円 2,898百万円
　　　 管理費の主な内訳 役員報酬・従業員給料 7,083百万円 6,931百万円

賞 与 引 当 金 繰 入 額 686百万円 578百万円
退職給付引当金繰入額 1,001百万円 794百万円
役員退職慰労引当金繰入額 43百万円 67百万円

 ２．特別利益の主な内訳 厚生年金基金代行部分返上益 2,209百万円 　　　　　－

 ３．特別損失の主な内訳 固 定 資 産 除 却 損 57百万円 125百万円
投 資 有 価 証 券 売 却 損 1,055百万円 　　　　　－
投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,090百万円 40百万円
借入金期限前解約費用 　　　　　－ 91百万円

[連結キャッシュ･フロー計算書の注記]

　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目と金額の関係

（前連結会計年度）（当連結会計年度）

現金及び預金勘定 3,723百万円 2,339百万円
換金可能な３ヶ月以内の短期投資 501百万円 301百万円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 50百万円 △ 0百万円
現金及び現金同等物 4,173百万円 2,640百万円
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[リース取引に関する注記]

 １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

   （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（前連結会計年度）（当連結会計年度）

備 品 等 備 品 等
取 得 価 額 相 当 額 1,398百万円 1,310百万円
減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 735百万円 790百万円
期 末 残 高 相 当 額 663百万円 519百万円

   （２）未経過リース料期末残高相当額
１ 年 内 245百万円 214百万円
１ 年 超 418百万円 304百万円
合 計 663百万円 519百万円

   （３）支払リース料及び減価償却費相当額
支 払 リ ー ス 料 280百万円 253百万円
減 価 償 却 費 相 当 額 280百万円 253百万円

   （４）減価償却費相当額の算定方法は、
  リース期間を耐用年数とし,残存価額を零とする定額法によっております。

   （５）上記の注記は、未経過リース料期末残高相当額が有形固定資産の期末残高に占める割
 合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

   注記事項に記載の金額、株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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[税効果会計関係]

 １.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（前連結会計年度） （当連結会計年度）

繰 延 税 金 資 産

　　貸倒引当金限度超過額 41 百万円 61 百万円

　　賞与引当金限度超過額 377 344

　　役員退職慰労引当金限度超過額 123 85

　　退職給与引当金限度超過額 3,117 3,457

　　一括償却資産限度超過額 18 21

　　その他有価証券評価差額金 110 49

　　その他 181 161

　　　　繰延税金資産合計 3,971 4,182

繰 延 税 金 負 債

　　固定資産圧縮積立金 △ 858 △ 882

　　その他有価証券評価差額金 △ 71 △ 525

　　その他 △ 3 △ 9

　　　　繰延税金負債合計 △ 934 △ 1,417

繰延税金資産の純額 3,037 2,765

（注） 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。
（前連結会計年度） （当連結会計年度）

（流動資産）繰延税金資産 512 百万円 496 百万円
（固定資産）長期繰延税金資産 2,524 百万円 2,268 百万円

 ２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある場合の、当該

　　差異の原因となった主要な項目別の内訳

（前連結会計年度） （当連結会計年度）

法定実効税率 41.8 ％ 40.5 ％

（調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目 2.0 1.7

　住民税均等割等 3.2 2.7

　税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 2.5 - 

　その他 2.1 4.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.6 49.0

 18



 セグメント情報 
1．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自 平成14年４月１日  至 平成15年３月31日）
（単位 百万円）

セグメント　 不 動 産 その他 消　　去
　科　　目 賃貸事業 の事業 又は全社
Ⅰ.売　　上　　高
1. 25,672 8,766 4,506 806 3,116 42,868 － 42,868

ま た は 振 替 高
計 25,672 8,876 4,506 812 3,146 43,014 △146 42,868

営 業 費 用 22,401 8,407 4,383 709 3,304 39,206 2,101 41,307
営 業 利 益 3,270 468 123 103 △157 3,808 △2,247 1,560

Ⅱ.資 産、減 価 償 却 費
  及 び 資 本 的 支 出
資 産 10,032 2,879 1,881 12,877 1,866 29,538 14,355 43,894
減 価 償 却 費 629 140 105 561 190 1,628 49 1,678
資 本 的 支 出 271 20 111 1 9 415 4 420

当連結会計年度（自 平成15年４月１日  至 平成16年３月31日） （単位 百万円）
セグメント　 不 動 産 その他 消　　去

　科　　目 賃貸事業 の事業 又は全社
Ⅰ.売　　上　　高
1. 25,594 9,536 4,467 875 3,122 43,596 43,596

ま た は 振 替 高
計 25,594 9,655 4,467 880 3,147 43,745 △148 43,596

営 業 費 用 22,218 8,955 4,429 749 3,168 39,521 2,086 41,608
営 業 利 益 3,376 700 37 131 △21 4,223 △2,235 1,988

Ⅱ.資 産、減 価 償 却 費
  及 び 資 本 的 支 出
資 産 9,627 3,264 1,974 11,825 1,608 28,300 16,950 45,251
減 価 償 却 費 534 115 107 566 168 1,492 43 1,535
資 本 的 支 出 172 33 215 4 29 454 77 531

(注)1.事業区分の方法および各区分に属する主要な製品の名称

　当連結グループは、親会社(提出会社)を中心に連結子会社を含め、菓子、食品、食材の製造・販売およ
び飲食店の営業を行っており、このほか連結子会社で不動産賃貸業、スポーツクラブの営業および保険代
理業を行っており、これらの特性を鑑み、次のとおり事業区分をしております。
事 業 区 分

中華まんじゅう、和焼菓子、和生菓子、米菓、羊かん、水羊かん(缶詰)
洋生菓子、洋焼菓子、チョコレート、クッキー、プリン・ゼリー(缶詰)

食 品 事 業 業務用食材(カレー・パスタソース)、カリー(缶詰）
飲 食 事 業 フランス料理、中国料理、南欧風レストラン、喫茶店の営業
不 動 産 賃貸事業 オフィスビル賃貸
そ の 他 の 事 業 食パン、菓子パン、弁当、スポーツクラブの営業、保険代理業

2.営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、一般管理部門にかかわる
費用であります。
　　　　　前連結会計年度　　　2,247百万円       当連結会計年度　　2,235百万円
3.資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での運用資金(現金及び預金、
有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)および一般管理部門にかかわる資産等であります。
　　　　　前連結会計年度　 　19,989百万円       当連結会計年度　 22,571百万円

2．所在地別セグメント情報 本国以外の国または地域に所属する連結子会社はありません。

3．海外売上高 該当事項はありません。

主 要 製 品

菓 子 事 業

飲食事業 計 連　結

外部顧客に対する売上高

菓子事業 食品事業

5 146
セグメント間の内部売上高

－ 30－ △146 － 

外部顧客に対する売上高

2.
セグメント間の内部売上高

5 △148

2. 110

飲食事業 計 連　結

－ 118 － 

菓子事業 食品事業

24 148
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１．その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 連結貸借対照表
計 上 額 差    額 取得原価 連結貸借対照表

計 上 額 差    額

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

 連結貸借対照表計上額が

   取得原価を超えるもの

     株            式 790 948 158 992 2,267 1,275 

     債            券

         国債･地方債等        -        -        -        -        -        -

         転換社債･社債 753 760 6 1,200 1,207 7 

 　　    そ   の   他 795 806 11 1,019 1,033 13 

     そ　　 の　　 他 0 0        - 293 297 4 

小      計 2,339 2,515 175 3,505 4,805 1,299 

 連結貸借対照表計上額が

   取得原価を超えないもの

     株            式 804 586 △  218  558 450 △  107  

     債            券

         国債･地方債等 99 99 △  0         -        -        -

         転換社債･社債 403 403 △  0  135 135 △  0  

 　　    そ   の   他 1,220 1,164 △  55  500 484 △  15  

     そ     の     他 43 26 △  16  43 31 △  11  

小      計 2,571 2,280 △  291  1,237 1,103 △  134  

合      計 4,911 4,796 △  115  4,743 5,908 1,165 

（注）減損処理を行い、投資有価証券評価損を計上しております。

前連結会計年度　1,090百万円 当連結会計年度　40百万円

　　なお、減損処理については、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合に実施しております。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額（百万円） 2,210 2,725 

売却益の合計額（百万円) 3 8 

売却損の合計額（百万円) △  1,055         -

区　　　　　　分

　有　　価　　証　　券　

前連結会計年度
（平成15年3月31日）

当連結会計年度
（平成16年3月31日）

(自　平成15年4月1日
　至　平成16年3月31日）

当連結会計年度
区　　　　　分

前連結会計年度
(自　平成14年4月1日
　至　平成15年3月31日）
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３．時価のない有価証券の主な内容

 その他有価証券
  非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,029       1,030       
  非上場債権（私募債） 10       10       
  マネー･マネージメント･ファンド 200          －
  金銭信託 300       301       

1,540       1,341       

４．その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

前連結会計年度（自　平成14年4月1日　至　平成15年3月31日）
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

債          券
   国債･地方債等 99           -        -       -
   転換社債･社債 742    406    24          -
   そ   の   他 499    1,096    194    180    
そ　　の　　他        -        -        -       -
合     計 1,342    1,502    219    180    

当連結会計年度（自　平成15年4月1日　至　平成16年3月31日）
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

債          券
   国債･地方債等        -        -        -       -
   転換社債･社債 852    494    5          -
   そ   の   他 506    624    200    187    
そ　　の　　他 297           -        -       -
合     計 1,655    1,118    206    187    

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。

連結貸借対照表計上額（百万円）

区　　　分

区　　　分

　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益　

当連結会計年度
（平成16年3月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円）

合　　　　　計

区        分
前連結会計年度

（平成15年3月31日）
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